
三田市市税条例新旧対照表 

現行 改正案 

第 1条～第 36 条の 2 省略 第 1条～第 36 条の 2 省略 

第 36 条の 3 省略 第 36 条の 3 省略 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項(施行規則第 2 条の 3
第 1 項各号に掲げる事項を除く。)のうち法第 317 条の 2 第 1 項各号又は第 3
項に規定する事項に相当するもの及び次項の規定により付記された事項は、
前条第 1 項又は第 3 項から第 5 項までの規定による申告書に記載されたもの
とみなす。 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項(施行規則第 2 条の 3
第 1項に規定する事項を除く。)のうち法第 317 条の 2 第 1 項各号又は第 3項
に規定する事項に相当するもの及び次項の規定により付記された事項は、前
条第 1 項又は第 3 項から第 5 項までの規定による申告書に記載されたものと
みなす。 

3 省略 3 省略 

第 36 条の 3 の 2～第 36 条の 3の 3 省略 第 36 条の 3 の 2～第 36 条の 3の 3 省略 

(市民税に係る不申告に関する過料) (市民税に係る不申告に関する過料) 

第 36 条の 4 市民税の納税義務者のうち第 36 条の 2第 1項、第 2項若しくは第
3 項の規定によつて提出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかつた
場合又は同条第 7 項若しくは第 8 項の規定によつて申告すべき事項について
正当な理由がなくて申告をしなかつた場合においては、その者に対し、3万円
以下の過料を科する。 

第 36 条の 4 市民税の納税義務者が第 36 条の 2第 1項、第 2項若しくは第 3 項
の規定によつて提出すべき申告書を正当な理由がなくて提出しなかつた場合
又は同条第 7 項若しくは第 8 項の規定によつて申告すべき事項について正当
な理由がなくて申告をしなかつた場合においては、その者に対し、3万円以下
の過料を科する。 

2～3 省略 2～3 省略 

第 37 条～第 60 条 省略 第 37 条～第 60 条 省略 

(固定資産税の課税標準) (固定資産税の課税標準) 

第 61 条 省略 第 61 条 省略 

2～8 省略 2～8 省略 

9 住宅用地（法第 349 条の 3の 2 第 1項に規定する住宅用地をいう。以下この
条及び第 74 条において同じ。）に対して課する固定資産税の課税標準は、第 1
項から第 6項まで及び法第 349 条の 3第 11 項の規定にかかわらず、当該住宅
用地に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の 3分の 1の額とする。 

9 住宅用地（法第 349 条の 3の 2 第 1項に規定する住宅用地をいう。以下この
条及び第 74 条において同じ。）に対して課する固定資産税の課税標準は、第 1
項から第 6項まで及び法第 349 条の 3第 12 項の規定にかかわらず、当該住宅
用地に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の 3分の 1の額とする。 

10 小規模住宅用地（法第 349 条の 3 の 2 第 2 項に規定する小規模住宅用地を
いう。以下この項において同じ。）に対して課する固定資産税の課税標準は、
第 1項から第 6 項まで及び前項並びに法第 349 条の 3第 11 項の規定にかかわ
らず、当該小規模住宅用地に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の 6
分の 1の額とする。 

10 小規模住宅用地（法第 349 条の 3 の 2 第 2 項に規定する小規模住宅用地を
いう。以下この項において同じ。）に対して課する固定資産税の課税標準は、
第 1項から第 6 項まで及び前項並びに法第 349 条の 3第 12 項の規定にかかわ
らず、当該小規模住宅用地に係る固定資産税の課税標準となるべき価格の 6
分の 1の額とする。 

第 62 条～第 151 条 省略 第 62 条～第 151 条 省略 

付 則 付 則 

第 1条～第 10 条 省略 第 1条～第 10 条 省略 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす
べき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がす
べき申告) 



第 10 条の 2 省略 第 10 条の 2 省略 

2～4 省略 2～4 省略 

5 法附則第 15 条の 8 第 4 項の貸家住宅について、同項の規定の適用を受けよ
うとする者は、当該年度の初日の属する年の 1月 31 日までに次に掲げる事項
を記載し、かつ、高齢者の居住の安定確保に関する法律(平成 13 年法律第 26
号)第 31 条の規定による認定を受けた旨を証する書類及び当該貸家住宅の建
設に要する費用について令附則第 12 条第 21 項第 2 号に規定する補助を受け
ている旨を証する書類を添付した申告書を市長に提出しなければならない。 

5 法附則第 15 条の 8 第 4 項の貸家住宅について、同項の規定の適用を受けよ
うとする者は、当該年度の初日の属する年の 1月 31 日までに次に掲げる事項
を記載し、かつ、高齢者の居住の安定確保に関する法律(平成 13 年法律第 26
号)第 7 条第 1 項の登録を受けた旨を証する書類及び当該貸家住宅の建設に要
する費用について令附則第 12 条第 21 項第 2 号に規定する補助を受けている
旨を証する書類を添付した申告書を市長に提出しなければならない。 

  (1)～(3) 省略   (1)～(3) 省略 

6～9 省略 6～9 省略 

以下省略 以下省略 

 


